
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【資料編】 
 

 



 

 

 



 

１．中心市街地の現状 

(1)都市圏データ 
木曽福島町への

常住地 就業者数・通学者数（全体） 就業者数・通学者数 通勤・通学割合
H7 H12 H17 H7 H12 H17 H7 H12 H17

合計 木曽福島町で従業・通学する者 6,559 6,175 5,444

20432 木曽福島町に常住 5,845 5,382 4,849 4,090 3,782 3,239 69.97% 70.27% 66.80%

20432.1 自宅 866 819 694
20432.2 自宅外 3,224 2,963 2,545

20432.3 他市区町村に常住 2,137,295 2,060,858 2,000,401 2,469 2,393 2,205 0.12% 0.12% 0.11%

20432.4 県内（長野県） 672,196 652,648 630,795 2,402 2,330 2,146 0.36% 0.36% 0.34%

20201 長野市 267,005 257,303 248,232 0 0 14 0.00% 0.00% 0.01%
20202 松本市 157,832 154,493 149,144 74 76 92 0.05% 0.05% 0.06%
20204 岡谷市 40,118 37,222 34,464 0 0 12 0.00% 0.00% 0.03%
20205 飯田市 77,688 75,233 71,920 0 0 10 0.00% 0.00% 0.01%
20215 塩尻市 46,890 46,830 46,726 225 272 222 0.48% 0.58% 0.48%
20220 安曇野市 62,953 63,420 64,163 0 0 18 0.00% 0.00% 0.03%
20422 上松町 4,222 3,932 3,477 551 503 472 13.05% 12.79% 13.57%
20423 南木曽町 4,098 3,657 3,286 81 84 84 1.98% 2.30% 2.56%
20425 木祖村 2,547 2,292 2,052 286 260 266 11.23% 11.34% 12.96%
20426 日義村 1,889 1,848 1,687 391 409 371 20.70% 22.13% 21.99%
20427 開田村 1,394 1,400 1,174 167 151 112 11.98% 10.79% 9.54%
20428 三岳村 1,363 1,274 1,110 244 227 180 17.90% 17.82% 16.22%
20429 王滝村 878 800 679 61 65 54 6.95% 8.13% 7.95%
20430 大桑村 3,319 2,944 2,681 224 173 178 6.75% 5.88% 6.64%
20999 その他の市町村 - - - 98 110 61

999 他県 1,465,099 1,408,210 1,369,606 67 63 59 0.00% 0.00% 0.00%

21000 岐阜県 1,465,099 1,408,210 1,369,606 52 54 37 0.00% 0.00% 0.00%
21206 中津川市 58,651 55,977 53,709 44 36 26 0.08% 0.06% 0.05%
21999 その他の市町村 - - - 8 18 11
99999 その他の都道府県 - - - 15 9 22  
（資料）国勢調査「常住地又は従業地・通学地による人口（夜間人口・昼間人口）」及び「従業地・通学地による

常住市区町村，男女別 15歳以上就業者数及び 15歳以上通学者数」により作成 
（注１）就業者数・通学者数（全体）は「常住地による人口（夜間人口）」から「従業も通学もしていない」を減

じたもの 
（注２）就業者・通学者数が 10人未満の場合、「その他の市町村」等にまとめて記載 
（注３）旧町村での関係がわかるよう、旧町村単位のままで集計 
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(2)都市プロフィール 

周辺市町村

伊那市 塩尻市 松本市 上松町 木祖村

No. 木曽町項目名
都道府県
平均

年次単位
全国
平均

 
1 面積 K㎡ H18 476 668 290 919 168 140 - -

2 可住地面積比率 ％ H12 11% 22% 25% 24% 12% 9% 25% 33%

3 都市計画面積比率 ％ H15 - 27% 33% 31% - - 25% 26%

4 人口 人 H19 13,425 71,309 66,881 223,697 5,635 3,428 - -

5 人口増減率 ％
H19/
14

-5.7% 0.2% 0.6% -0.1% -8.6% -6.1% -0.8% 0.5%

6 老年人口構成比（65歳～） ％ H19 32.9% 25.1% 21.9% 22.4% 35.1% 32.6% 24.6% 21.0%

7 可住地人口密度 人/K㎡ H19 250 439 934 1,019 285 268 655 1,006

8 社会人口増減数 人 H18 -147 13 -108 -94 -52 -8 - -

9 世帯数 世帯 H19 5,150 25,632 23,989 89,332 2,333 1,182 - -

10 世帯当り人員数 人/世帯 H19 2.61 2.78 2.79 2.50 2.42 2.90 2.73 2.46

11 単身世帯構成比 ％ H12 - 23.3% 26.7% 32.4% 27.5% 17.9% 23.1% 27.6%

12 昼夜間人口比率 ％ H12 - 102.4% 97.3% 110.0% 97.4% 83.0% - -

13 事業所数 ヶ所 H13 1,131 3,934 3,373 14,706 421 315 - -

14 事業所数伸び率 ％
H13/
8

-8.3% -6.5% -4.9% -4.6% -3.2% -11.9% -3.5% -5.5%

15 ３次産業就業人口構成比 ％ H12 - 53.6% 55.3% 68.3% 60.1% 54.8% 53.3% 64.3%

16 農業産出額 億円 H17 10 80 78 154 2 4 - -

17 製造品出荷額 億円 H17 117 2,432 2,795 5,113 105 21 - -

18 商業販売額 億円 H16 210 1,556 1,676 12,370 53 20 - -

19 観光入込数 千人 H16 * * * * * * - -

20 観光入込数増減率 ％
H16/
15

* * * * * * -3.4%

出典：東洋経済新報社「2008地域経済総覧」
　　　　観光入込数、観光入込数増減率・・・各都道府県　観光客動向調査

※表中の「×」は、合併対象の市町村の一部データが不明なため、合併数値がない事を示す
※観光入込数、観光入込数増減率の「＊」は、観光客動向調査上に市町村別データがないことを示す
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周辺市町村

伊那市 塩尻市 松本市 上松町 木祖村

No. 木曽町項目名
都道府県
平均

年次単位
全国
平均

 
21 小売商店数 店 H16 233 765 657 2,597 92 50 - -

22 小売商店数増減率 ％
H16/
14

- -8.1% 2.5% -4.8% - - -3.5% -4.8%

23 小売店売場面積 ㎡ H16 15,692 99,014 93,966 325,812 4,724 3,889 - -

24 小売売場面積増減率 ％
H16/
14

- - 6.2% -0.8% - - -1.1% 2.5%

25 小売年間販売額 億円 H16 146 767 694 3,133 43 18 - -

26 小売年間販売額増減率 ％
H16/
14

- - -1.5% -0.1% -16.6% - -3.4% -1.4%

27 大型店店舗面積 ㎡ H19 - 56,067 54,193 224,833 - - - -

28 大型店店舗面積シェア ％ H18 - 56.6% 57.7% 69.0% - - 58.7% -

29
大型店店舗面積当たり
持ち人口

人/㎡ H19 - 1.27 1.23 0.99 - - - -

30 小売吸引力（県＝1.000） H16 - 0.983 0.952 1.285 - - - -

31 小売吸引力増減率 ％
H16/
14

- 1.9% 1.3% 3.5% - - - -

32 一般飲食店数 店 H13 - 231 181 906 - - - -

33 その他飲食店数（バーなど） 店 H13 - 241 120 777 - - - -

34 所得水準（全国＝100） H17 - 89.4 89.7 95.3 - - 88.4 -

35
世帯当り乗用車保有台数
（含む軽乗用車）

台 H18 1.49 1.12 1.18 1.10 1.22 1.65 1.11 1.12

36 持ち家比率 ％ H17 - 73.1% 65.3% 55.7% - - 71.0% 62.1%

37 新設住宅着工戸数 戸 H17 58 555 981 1,871 13 7 - -

38 住宅地平均地価
100円/
㎡

H18 164 161 369 460 262 121 - -

39 住宅地平均地価増減率 ％
H18/
17

- -3.1% -4.1% -4.7% - - -4.3% 0.0%

40
１万人当り病院
・診療所病床数

床/万
人

H17 - 104 74 170 - - 123 142

41
人口１人当たり
都市公園面積

㎡/人 H17 - - - - - - 10.7

42 商業地平均地価
100円/
㎡

H18 - 655 533 1,586 - - - -

43 商業地平均地価増減率 ％
H18/
17

- -7.0% -5.7% -5.8% - - -4.8% 6.1%

出典：東洋経済新報社「2008地域経済総覧」

※表中の「×」は、合併対象の市町村の一部データが不明なため、合併数値がない事を示す
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(3)現況把握シート 
平成１９年度診断・助言事業 

中心市街地の現況把握シート                    （木曽町） 

 

①現況把握の目的 

・中心市街地活性化を効果的に推進するためには、まず、中心市街地の現状に対する客観的な把

握が必要となります。 

・以下の現況把握のための項目は、これまでの「診断・助言事業」で委員が検討され、中心市街

地の現況を網羅的、多面的に把握できるように構築されたものです。また、定量データだけで

はなく、その要因や定性的情報も把握するものです。 

・市町村にご記入いただく現況把握シートは、今回の診断・助言事業を行う上での基礎的な情報

と位置づけ、担当の委員に診断・助言をいただくことになっています。 

 

②記入にあたっての留意事項 

・網掛け部分について記入をお願いいたします。 

・統計情報の時点については、状況に応じて修正していただいて結構です。 

・市全体のデータについては、合併前の時点となる場合は、旧市町村部分についても足し合わせ、

現在の市域のものとしてください。 

・中心市街地が設定されていない市町村は、便宜上のエリアを設定して集計してください。なお、

その際設定されたエリアを示す図面等について別途頂戴できれば幸いです。 

・傾向と要因については、現地の状況を踏まえて、簡潔に取りまとめてください。 

・データ不詳、集計不可能な欄については、「＊印」を記入してください。 

・補足説明資料がある場合には、参照すべき資料名を回答欄に記載いただき、資料は別途頂戴で

きれば幸いです。 

 

③現況把握項目一覧 

（１）人口・居住 
①人口（市町村・中心市街地） 
②居住（中心市街地） 
③昼間人口（市町村・中心市街地） 
④地価（中心市街地） 
⑤その他、人口や居住に係る特記事項 
 

（２）商業 
①中心市街地を取り巻く商業環境の変化（概況） 
②商業集積の状況（市町村・中心市街地） 
③商店街の概況 
④大型店の概況（大型店：店舗面積 1,000㎡以上）（市町村・中心市街地） 
⑤大型店等の郊外部などへの出店規制 
⑥中心市街地の商業の活性化に影響を与える、消費者や事業者などのニーズに対応した商

品・サービスの提供を行う都市型新事業への支援や整備施設 
⑦その他、中心市街地の商業の衰退に影響を与えていると考えられる事項 
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（３）都市インフラ・交通網・回遊性 
①中心市街地の歩行者通行量 
②電車やバス等の公共交通機関の整備状況 
③中心市街地の駐車場の整備状況 
④中心市街地の駐輪場の整備状況 
⑤中心市街地の歩行者等の安全性や快適性等の状況 
⑥他都市インフラ・交通網・回遊性等に関して中心市街地活性化に関連性の大きい事項 
 

（４）歴史・文化・観光・イベント 
①観光入込み数（中心市街地・市町村） 
②中心市街地に係る貴市町村の行事や催事、イベント状況 
③地場産業や伝統工芸などの中心市街地活性化への活用状況 
④街並みや景観の保全・活用などによる中心市街地活性化への活用状況 
⑤観光情報の提供など 
⑥入込客の滞留、回遊のための取組 
⑦その他、歴史・文化、観光、イベント等の中心市街地活性化に係る特記事項 
 

（５）行政サービス・公共公益施設 
①貴市町村の公共公益施設の状況 
②その他、公共公益施設について、中心市街地活性化に関連の大きい事項等 
 

（６）生活サービス・飲食・レジャー 
①貴市町村の医療や福祉施設（公共が運営しているものを含め） 
②中心市街地の生活利便施設、娯楽施設 
③その他、生活サービス、飲食、レジャー施設の立地状況等に係る特記事項 
 

（７）環境・治安・防災・福祉・教育・就業 
①中心市街地区域内で環境問題（騒音、悪臭、大気汚染、水質汚濁、ゴミ・衛生等）の原

因となる施設 
②治安について（直近５年間）、中心市街地内で治安が悪化した印象 
③防災について、中心市街地区域内で防災上問題となる区域、施設 
④事業所数等 
⑤中心市街地のコミュニティの状況について問題となる事項 
⑥その他、環境・治安・防災・福祉・教育・就業に係る特記事項 
 

（８）中心市街地に影響を及ぼす、大きな環境変化 
①市町村合併について、新たに課題や問題点となる事項 
②道路整備、駅改修、交通体系の整備変更等の大型プロジェクト 
 

（９）中心市街地活性化を進める上で障害となる規制や必要な施策 
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（１）人口・居住 

①人口（市町村・中心市街地） 
中心市街地エリア内 市町村全体 調査年次 

項目 単位 
H19 H16 H17 H12 現状/5 年前 

人口 人 1,615 1,804 13,883 14,866  

（前期比人口増減率） ％ △10.5 △7.9 △6.6 不明 
(H17/H12/H11)

(H19/H16/H11)

人口シェア（対町全体） ％ 11.6 12.1 ― ―  

（前期比増減ポイント） %ポイント △0.5 不明 ― ― (H17-H12-H7)

人口密度 人/k ㎡ 3,296.0 3681.6 29.1 32.2 0.49 k ㎡ 

世帯数 世帯 681 693 5,329 5,500 中市Ｈ18 分 

世帯あたり人員数 人/世帯 2.4 2.6 2.6 2.7  

老年人口の構成比（65 歳～） ％ 34.5 33.0 31.5 不明  

（資料：国勢調査） 

＊市町村の人口推移の傾向と要因（過去 10 年間の長期的傾向と、最近５年間の短期的傾向） 

・Ｓ60：16,825人、Ｈ7：15,220人で 9.5％の減少。Ｈ17：13,883人で直近 10年間に 8.8％の減少。ほぼ毎年
1％ずつ減少している。 
・Ｈ15：14,619人、Ｈ16：14,387人で 1.6％減少、Ｈ17：13,883人で 3.5％の減少、Ｈ18：13,803人で 0.6％
の減少、Ｈ19：13,553人で 1.8％の減少となり、この傾向は定着しているように思われる。 

＊中心市街地の人口推移の傾向と要因（過去 10 年間の長期的傾向と、最近５年間の短期的傾向） 

・把握できる数値に限られるが、Ｈ10：1,959人、Ｈ14：1,836人で 6.3％の減少、Ｈ16：1,804人で 1.7％の減
少、Ｈ18：1,669人で 7.5％の減少、Ｈ19：1,615人で 3.2％の減少となり、おおむね 10年間で 17.6％の減少
であり、町全体の減少率の 2倍のスピードで減少している。 
・中心市街地活性化事業の事業着手がＨ14からであるので、依然減少に歯止めがかからない状況といえる。 
＊中心市街地の高齢化の傾向と要因 

・町全体の高齢化率はＨ18：31.8％、Ｈ19：32.7％であり、0.9ポイントの上昇を示しているのに対し、中心市
街地はＨ11：28.1％、Ｈ16：30.5％、Ｈ18：33.0％、Ｈ19：34.5％で上昇を示しているうえ、高齢化率も町全
体と比べ 2％程度高くかつ早く推移している。長野県のＨ16 の高齢化率 23.1％と比べると猛烈なスピードで
高齢化が進行していることが分かる。 
・主な原因は商業を中心として集積していた生産年齢（15歳～64歳）人口の流出があげられる。 
木曽町高齢者人口 Ｈ18：4,384 人 Ｈ19：4,426 人 

＊人口動向が中心市街地に与える影響 

・人口減少率が町全体の 2倍ということであれば、2倍のスピードで空家乃至は空き店舗が増加していることを
示しているうえ、高齢化率が高く推移しているということは、店舗の後継者がおらず、商店街によっては、5
年程度でほとんどが廃業することを意味している。 

 

②居住（中心市街地） 
項目 単位 H18 H17 H16 H15 H14 

新規住宅着工数 戸 8 9 11 18 26

一戸建て（新規） 戸 8 9 6 15 23

共同住宅（新規） 戸 0 0 3 1 0

併用住宅（新規） 戸 0 0 2 2 3

（資料：住宅着工統計等）建築確認申請レベル 
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＊中心市街地の居住を増やしていくための取組 

・エリア内に町有地がわずかで、町営住宅建設が進まず、エリア外の敷地に建設する傾向が強い。民間において

も修繕補修的な着工はあっても地価が高いうえ、その償却を裏づけする賃料が設定できない等の理由により、

一戸建て及び共同住宅の新築着工件数は減少傾向が続いている。 
＊中心市街地の居住を増やしていくための問題点 

・国土調査がエリア内の 61.5％を終了しているが、依然用地取得に係る障害は存在する。 
・民間の空家は多く存在するが、下水道への未接続や帰省に利用する等が起因となって賃貸住宅への転用が進ま

ない。よって、貸す意思が無いため、仮に設定した家賃であっても月額 10 万円程度の高額な設定となること
が多い。 
・所得に応じた家賃補助制度を設けない限り、高齢者等の入居は困難である。 
・1世帯で約 2台の自家用車を所有しているので、駐車場確保が課題である。 

 

③昼間人口（市町村・中心市街地） 
中心市街地エリア内 市町村全体 調査年次 

項目 単位 
H17 H12 H17 H12 現状/5 年前 

昼間人口 人 不明 不明 不明 16,125  16056 

（昼夜間人口前期比増減率） ％ 不明 不明 不明 0.0 (H17/H12/H7)

（資料：国勢調査） 

＊市町村の昼間人口の推移の傾向と要因 

・基本的には中心市街地を構成する木曽福島地区だけが昼間人口が夜間人口を上回っていることから、木曽郡内

の雇用の場となっていることが伺える。町内の他地域の約 10％は域外に雇用の場を求めている。 
 （昼間人口－夜間人口＝昼夜間差）木曽福島：1,419人 日義：△190人 △開田：182人 三岳：△191人
＊中心市街地の昼間人口の推移の傾向と要因 

・データなし。 
＊中心市街地の昼間人口を増やしていくための取組 

・雇用の場の確保 
＊中心市街地の昼間人口を増やしていくための問題点 

・製造業等をエリア内に誘致することは用地確保の観点から困難なので、小売業による店舗及び住居併用型の空

家ストックの活用が必要となるが、②居住と同じ課題を抱えている。 

 

④地価（中心市街地） 
中心市街地エリア内 調査年次 

項目 単位 
H19 H14 現状/5 年前 

地価（地点木曽町福島 5133 番地） 万円/㎡ 6.19 11.56  Ｈ9：14.10 

（前期比増減率） ％ △46.5 △18.0 (H19/H14/H9) 

（資料：公示地価等） 

 

⑤その他、人口や居住に係る特記事項 
・中心市街地エリア以外の地域においても、コミュニティー維持に必要な最低人口があると思われるが、その地

域よりも人口減少率及び高齢化率の急速な進行を食い止めなければ、中心市街地エリアが担う雇用の場を失う

ことになり、周辺地域もさらに加速度的に人口減少を引き起こす可能性が高い。 
・あわせて、中心市街地エリアを形成する最低人口を想定し、それに併せた定住策及び雇用施策を講じる必要が

あるように思われる。 
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